野々市市スポーツクラブ登録要項

　（目的）

第１条　スポーツクラブ登録要項は、野々市市体育施設を広く市民に開放し、小規模団体の健全な育成を図るとともに、市民の健康増進・体力づくりのため、これを定める。

　（資格）

第２条　登録できるクラブとは、体育施設を定期的に使用し、次の要件を充たすものをいう。

（１）クラブ員の構成は、原則として野々市市に在住及び在勤者であること。（高校生以下は、原則クラブ員として認めない。ただし、誓約書（別記様式第５号）を野々市市教育委員会へ提出したクラブは、クラブ員として活動させることができる。）
（２）クラブは、同一会場で、月２回以上、週１回以内の活動をするものであること。
（３）クラブの構成員は、10名以上の会員で組織し活動するものであること。
（４）クラブには、組織、目的、活動内容、会費等を定めた会則があること。
（５）クラブは、会員の加入脱退について自由が保障され、常に公平平等の民主的運営が行われていること。

　（申請）

第３条　野々市市に登録しようとするクラブは、スポーツクラブ登録申請書類（別記様式第１及び別記様式第２号）に必要事項を記入し、会則、予算書、前年度決算書、会員名簿、年間活動計画書、前年度地域貢献活動報告書、スポーツ安全保険加入依頼書の写し等関係書類を添付して、毎年２月中（指定する日）に教育委員会に申請しなければならない。

　（変更）

第４条　登録事項に変更が生じたときは、直ちに変更届書（別記様式第４号）を教育委員会に提出しなければならない。

　（承認）

第５条　教育委員会は、スポーツクラブ登録申請書類を受理し、適正と認めた場合は、スポ－ツクラブ登録承認書（別記様式第３号）を交付するものとする。ただし、有効期間は１年とする。

　（制限）

第６条　野々市市体育施設条例第７条に抵触するおそれがあるとき、又は次の各号に該当するおそれのあるクラブは、登録申請することができない。

（１）体育施設において、特定の政党の利害に関する活動内容を有すると認められるもの。
（２）体育施設において、特定の宗教を支持し、又は特定の教派、宗派若しくは教団を支持していると認められるもの。
（３）営利を目的とした活動内容を有すると認められるもの。
（４）クラブの活動が、事業所内の福利・厚生の範囲に入ると認められるもの。
（５）既存クラブのスポーツ競技と同一の競技クラブが登録申請する場合 

　（使用料の減免）

第７条　スポーツクラブ登録の承認を受けたクラブ（以下「登録クラブ」という。）で、登録された活動内容に基づき体育施設を使用する場合は、週１回、同一会場、３時間以内を減免することができる。

　（申請事項の変更調整）

第８条　教育委員会事業等の都合により登録クラブが使用する期日、時間、回数、会場等については、教育委員会が変更、制限、調整することができる。

　（遵守事項）

第９条　登録クラブは、野々市市体育施設条例第15条の責任を負うとともに、次の各号に留意して活動するものとする。

（１）申請内容に基づいた活動を推進すること。
（２）クラブ代表者と指導者は、兼ねることができない。
（３）登録クラブの活動は、指導者中心の私塾的運営にならないよう会員の体力づくりを基本とした活動を進めること。
（４）登録クラブの代表者は、クラブ活動の総括及び体育施設使用の責任を負うものとする。
（５）登録クラブの会費は、できるだけ低額とすること。
（６）登録クラブの指導者は、会員の体力づくりの援助者としての自覚を持って指導にあたること。
（７）登録クラブの会員の中から指導者が育つよう努めること。
（８）登録クラブは、教育委員会の求めに応じ書類を提出提示しなければならない。
（９）登録クラブは、市又は教育委員会が主催し、共催し、又は後援する事業には積極的に参加し、及び協力する。
（10）登録クラブの活動で使用する当該クラブの用具等は、体育施設で保管しない。
（11）登録クラブは、市及び地域の貢献活動を積極的に行なうこと。
（12）登録クラブ員は、教育委員会が指定するスポ－ツ安全保険及び同等の保険に加入すること。なお、同等の場合は、証明書を提出しなければならない。
（13）登録クラブは、積極的に会員の加入に努め、クラブの発展、向上に努めること。
（14）登録クラブの会員は、出来る限りスポーツ大会等に出場し、市スポーツの発展に寄与すること。

　（取消し）

第10条　登録クラブは、次の各号に該当した場合は登録を取り消すものとする。この場合において、登録クラブが損害を受けることがあっても、教育委員会は、一切の責を負わないものとする。

（１）無断で３か月以上体育施設を使用しないとき。

（２）第２条の資格に違反したとき。

（３）第６条に抵触し、各号の条件を守らなかったとき。

（４）第９条の遵守事項を守らなかったとき。

　（委任）

第11条　この要項に定めるもののほか、必要な事項は教育委員会が定める。

　　　　

附　則

　この要項は、平成７年４月１日から実施する。

附　則

　この要項は、平成12年４月１日から実施する。

　　　附　則

　この要項は、平成13年４月1日から実施する。

　　　附　則

　この要項は、平成17年４月１日から実施する。

　　　附　則

　この要項は、平成23年４月１日から施行する。

